
Q 共産党は減税になぜ反対するの？
A 金持ち・大企業だけが恩恵を受け、庶民にとっては「公的福祉解体」

減税となるからです。

Q 減税で企業誘致は進むのですか？
A 企業が進出する要件に、減税や補助金は最重点課題ではありません。

2010年の10％減税で、企業や納税者の動向を見ればそれがハッキリし

ています。人口は8,500人増えましたが、納税者は24,000人も減り、企

業数も447社減り、赤字企業は950社も増えました。

Q 企業減税で雇用が増え、福祉がよくなるんですか？
A 政府は「減税をしないと企業が海外へ行ってしまう」と法人税を次々に減税。結果は派遣

労働者が増え、ため込みが増えただけ。景気が停

滞すれば一気に派遣切りをすすめました。

Q 介護保険料が値上げになるの？
A 平均で３割の値上げが予定され、年金250万円の

単身者は年２万円もの値上げが予想されています。

年間70億円あれば今の保険料を維持できますが、

市長はこれらの負担増にはだんまりです。
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日本共産党

消費税増税許さず、減税より福祉・防災優先、医療・介護の
負担軽減を、と連日奮闘している名古屋市議団（１月４日)。

河村市長の政治姿勢
をただす、わしの議
員

2011年9月議会で、10％減税案は、金持ち優遇、低所得者対

策がない、財政の収支見通しで363億円も不足、財政調整基金

が大幅に減っていると反対した自・公・民。

12月臨時会の５％減税案でもこの構図は同じです。「議会の

主導権を取りたい」などの思惑から条件付きで賛成に回った、

とマスコミでも報道されています。市長も５％にした理由に

「神のお告げ」までいう始末。

「低所得者対策」も「予算で対

応する」というだけで具体的な

対策も示しません。態度を変え

た自公民、その自公民の修正に

相乗りした減税日本の態度に、

市民の「政治を変えてほしい」

との願いは踏みにじられました。

減税・自公民、オール与党で修正可決
５％減税でも金持ち・大企業優遇

「政治を変えてほしい」

この願いを踏みにじる

この2年間の減税案の提案と各党の態度

議会名 議案内容 結果と態度

2009年６月議会 減税基本条例 自公民共とも継続。11月に撤回。

〃11月議会 10％減税条例 自公民で修正可決。共は庶民減税へ修正案

〃12月臨時会 〃条例を再議 市長案成立。自公民が賛成。共は反対

2010年2月議会 〃条例を修正 1年限りに自公民が修正。

〃6月議会 〃条例の恒久化 継続。共は反対

〃11月議会 〃 否決。自が賛成。共・公は各々修正案

（2011年2月市長選・市議会解散・市議選）

2011年9月議会 10減税条例 継続審査に。

〃11月議会 7％修正案 10％・７％ともに否決。自公民共が反対

〃12月臨時会 5％減税に修正 市長提案。減税と自公民が可決。共は反対
減税に対する自・公・民の対
応を紹介する、さはし議員

１０％減税でカットされたり
削減されそうになった施策

・自動車図書館廃止や保育料の値上げ（やめ

させました）

・税務事務所を集約・中津川キャンプ場廃止

・大気汚染常時監視測定局の縮小

・民間保育所園児寄生虫卵検査費補助金

・城西病院の売却・緑市民病院の民営化 等

減税をやめた2011年度
これだけの施策が前進
減税財源220億円のうち47億円が暮らし

の緊急課題にまわせました。

・保育園の大幅定員増（当初予算で新設1

3か園など。補

正でも増園）

・特養ホームの新

規９か所など

・子ども医療費を

通院中学校３年

生まで拡大

など

「減税」をテコにした福祉削減を許しません
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11月議会・12月臨時会で日本共産党は河村「減税」について追及。「金持ち・大企業減税」「行財政改

革で市民サービス削減」で「公的福祉解体」への危険性が一層明確になりました。

減税は「構造改革」が目的
生活支援ではなかった

大企業・金持ち減税の財源づくりために、

事業仕分けの判定結果をお墨付きにして、

「高年大学や女性会館などを廃止するのか、

敬老パスを見直すのか」と市民が心配するよ

うに、河村「減税」の目的は、庶民の生活支

援や税の不公平の是正ではありません。

福祉を地域委員会や民間に任せるのか
「減税」による税収減をテコに福祉・暮らしの予算を削減し、

福祉は地域委員会や民間企業にまかせるという「公的福祉解体」

減税は許されません。

「名古屋だけが減税」の市長の認識は大間違い
社会保障制度の大改悪をやりながら消費税を２倍にするとい

う野田民主党政権の「税と社会保障の一体改革」は、大企業の

法人税の減税・大資産家の減税とセットです。

市長の減税もまさしく、「大企業・高額所得

者優遇」、その財源は市民の福祉・サービス

のカットで賄う、国と同じ手法と言わざるを

得ません。日本共産党は、「減税よりも防災

と福祉のまちづくりこそ最優先に」と減税条

例案に反対しました。

高年大学・女性会館・野外学習センターなど

利用者不在に怒り噴出
日本共産党は、「事業仕分け」には市民や市民判定員、市の

幹部職員から疑問や批判が相次ぎ、「事業仕分けは『予算削減

ありき』の粗雑なやり方だった」と問題点をただしました。

高年大学鯱城学園をはじめ、女性会館や野外学習センターな

ど、利用者などが存続を求めてたちあがっています。市民から

は「庶民の味方どころか、我が身を売り込むための施策としか

考えられません。敬老パスの『見直し』などとんでもないこと

です」などの声が日本共産党に寄せられています。

事業費130億円で経済効果420億円

効果は多面的、やっぱり維持を
事業仕分けの前に行われた市民意見の募集

には2035件が寄せられ、敬老パス関連は979件。

現行のまま継続や拡充を求める意見、健康面

や経済的効果があるとする意見が98％でした。

日本共産党の質問に対し、局長は「日常生活

だけでなく生きがいづくりや社会参加のため

に有効」と答えました。

札幌市での経済効果の調査結果を名古屋にあてはめると、約

420億円の経済効果になります。「高齢者福祉という視点だけ

でなく、経済への波及効果など、多面的な評価が必要」と「現

行制度を存続すべき」と強く求めました。

日本共産党

議会論戦で
クッキリ

2011年11月議会における議案と態度（12月7日）○：賛成 ●：反対

議案名（減税条例を除く） 結果
各党の態度

共産 減税 自民 公明 民主

熱田区のごみ収集を民間委託す
る補正予算案

可決 ● ○ ○ ○ ○

スポーツセンターなどを営利企
業に任せる指定管理条例案

可決 ● ○ ○ ○ ○

北区山田地域の巡回バス路線の
新設を求める請願

不採択 ○ ● ● ● ●

詳細は名古屋市の「広報なごや 市会だより」をご覧ください

市民の願い実現に
奮闘する田口議員

市民負担増やめよ
と追及、山口議員

敬老パス守れと
奮闘、岡田議員

請願の７割を紹介：日本共産党

2011年3月の市議選以降、82件

の請願が提出され、そのうち60

件の紹介議員になった日本共産

党。他党には紹介議員になって

も、採択では「保留（継続審査）」

という議員もいますが、採択の

ために全力をあげている姿勢は

市民からも評価されています。

いつも市民の声を聞き、ともに行動

難聴の人たちのための集団補聴システム

のひとつである磁気ループは27施設に設置

されています。田口一登議員は有効活用と

設置促進を求めました。局長は「設置施設

の周知や公報を障害者施策の案内冊子に記

載し、施設管理者には活用促進に掲示など

を働きかけたい」と答えました。

磁気ループを増やし、利用促進を

仕分け

「赤外線補聴シス
テム」と「磁気ルー
プシステム」が設
置された科学館プ
ラネタリウム

河村「減税」は
(かまど)

「民の竈」の火を消す

「公的福祉解体」減税

敬老パス

行革あおる減税日本と自民
減税条例の審議で、減税日本は「名古屋市は濡れた雑巾」

と、福祉や暮らしを削る行革で、「もっと絞り取れ」と要求

しました。自民党も「何度も要求しているのに、市長は行革

をまったくやっていない」と「行革」をあおっています。


